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１．決算規模について

事業概要

・行政区域内人口 （Ａ） 85,614 人

・処理区域内人口 （Ｂ） 30,583 人

・水洗化人口 （Ｃ） 28,503 人

・普及率 （Ｂ／Ａ） 35.7 ％

・水洗化率 （Ｃ／Ｂ） 93.2 ％

・有収水量 （D） ㎥

・汚水処理水量 （E） ㎥

・有収率 （D／E） 69.6 ％

決算規模の推移

年度 収益的収入 増減率 収益的支出 増減率 資本的収入 増減率 資本的支出 増減率

R2 1,394,146,911 0.5 1,234,406,832 △ 5.7 782,975,368 28.9 1,224,585,926 15.7

R3 1,417,598,094 1.7 1,210,991,913 △ 1.9 1,463,129,049 86.9 2,025,231,403 65.4

R4 1,382,696,544 △ 2.5 1,287,227,279 6.3 960,953,433 △ 34.3 1,331,782,755 △ 34.2

R5 1,480,393,452 7.1 1,387,867,844 7.8 779,797,162 △ 18.9 1,169,014,516 △ 12.2

R6 1,501,837,436 1.4 1,358,162,019 △ 2.1 440,920,962 △ 43.5 962,540,738 △ 17.7

　主な内容

　・収益的収入

　　　下水道使用料、他会計負担金　など　

　・収益的支出

　　　維持管理費、減価償却費　など　

　・資本的収入

　　　国庫補助金、企業債　など

　・資本的支出

　　　委託料、工事請負費、企業債償還元金　など

3,603,396

5,176,389

　　　　　　　　　　　　（単位：円、％）

　茂原市の下水道事業は、昭和41年に63haを予定処理区とする事業認可を受け、合

流式で整備を進め、昭和47年に川中島下水処理場の完成と同時に供用を開始しまし

た。その後、分流式により順次区域を拡大して、現在991haの事業認可を受けてい

ます。

　整備状況は、令和6年度末で841.51ha、普及率は35.7%となっています。
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２．損益計算書・貸借対照表について

損益計算書

（千円）

Ｒ６ Ｒ５ 増減率（%） 増減額

下水道使用料等 営業収益 684,382 709,187 △ 3.50 △ 24,805

維持管理費等 営業費用 1,285,976 1,211,135 6.18 74,841

営業損失 601,594 501,948 △ 19.85 △ 99,646

一般会計繰入金等 営業外収益 735,203 653,552 12.49 81,651

支払利息等 営業外費用 33,138 37,913 △ 12.59 △ 4,775

702,065 615,639 14.04 86,426

経常利益 100,471 113,691 △ 11.63 △ 13,220

特別利益 15,988 54,162 △ 70.48 △ 38,174

特別損失 391 102,811 △ 99.62 △ 102,420

当年度純利益 116,068 65,042 78.45 51,026

（単位：千円-税抜）

Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

営業収益

下水道使用料
631,032 628,996 628,665 631,178 632,803

営業費用

減価償却費
789,014 751,832 772,771 802,029 781,640

418,021 393,233 418,676 426,948 456,016

営業外費用

支払利息
57,181 45,751 36,682 32,295 29,640

損益計算書を構成する主な項目の推移

営業外収益

長期前受金戻入

　損益計算書とは、一営業期間における企業の経営成績を明らかにするために、その

期間中に得たすべての収益と、これに対応するすべての費用を記載し、純損益とその

発生の由来を表示した報告書です。

　令和6年度は昨年度と比較して、経常利益が13,220千円減少しましたが、特別損

失が減少したことにより、当年度純利益は対前年比51,026千円増の116,068千円と

なり、令和6年度の経営成績は良好であったと言えます。
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貸借対照表

（千円）

762,481

貸借対照表を構成する主な残高の推移
（単位：千円）

Ｒ3 Ｒ5

938,810 813,121

26,145 28,145

5,111,933 4,781,750

　貸借対照表とは、企業の財政状態を明らかにするため、一定の時点におい

て当該企業が保有するすべての資産、負債及び資本を総括的に表示した報告

書です。ここでは、「資産-負債＝資本」の等式が成り立ち、英語ではバラ

ンスシートと呼ばれています。

　令和6年度末時点の下水道事業会計の状態は、

　　資産（19,785,501千円+762,481千円）－

　   負債（4,071,348千円+765,508千円+7,341,280千円）＝

　　資本（8,369,846千円）となりました。

表に示すと下記のとおりとなります。

繰延収益 7,341,280

資本金等 8,369,846

基金等

資本金
資本剰余金
利益剰余金

企業債現在高 5,040,665 4,915,774 4,505,725

固定負債 4,071,348
長期の企業債

流動負債 765,508

1年以内に支払

う企業債

未払金等

固定資産 19,785,501

長期前受金

現金預金

未収金等
流動資産

現金預金残高 690,090 642,039 661,902

基金現在高 176,143 28,145 28,160

Ｒ2 Ｒ4 Ｒ6

有形固定資産
土地
建物

構築物等

投資その他資産
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３．経常収支比率について

　＜経常収支比率の推移＞

経常収支比率（経常収益／経常費用✕100）

　公営企業会計における経常収支比率は、当該年度において、使用料収入や一般会

計からの繰入金等の収益（経常収益）で、維持管理費や支払利息等の費用（経常

費用）をどの程度賄えているかを表す指標です。単年度の収支が黒字であること

を示す100％以上となっていることが必要となります。数値が100％未満の場

合、単年度の収支が赤字であることを示しているため経営改善に向けた取組が必

要となりますが、令和6年度決算において、本市の比率は107.62％となってお

り、健全な経営が出来ていると言えます。

107.62

県内平均 106.41 106.00 105.29 106.66 105.12

茂原市 110.83 110.87 105.63 109.10

（％）

Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

110.83 110.87

105.63

109.1
107.62

106.41 106.00 105.29 106.66 105.12

80.00

100.00

120.00

R2 R3 R4 R5 R6

茂原市 県内平均
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４．経費回収率について

　＜経費回収率の推移＞

経費回収率（下水道使用料／汚水処理費（公費負担分を除く）✕100）

　汚水処理に要した費用に対する、使用料の回収程度を表す指標です。下水道経営

は、汚水処理全てを使用料によって賄うことが基本原則とされており、100％以上

となっていることが必要となります。下回っている場合は使用料金の見直しが必要

となりますが、令和6年度決算において、本市の経費回収率は100％を上回ってお

り、適正な使用料金を徴収していると言えます。

（市町村公営企業決算カードより）

（％）

Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

125.65

県内平均 94.88 95.72 91.98 91.25 91.01

茂原市 147.86 140.85 129.12 132.14

147.86

140.85

129.12
132.14

125.65

94.88 95.72
91.98 91.25 91.01

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

R2 R3 R4 R5 R6

茂原市 県内平均
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5．有形固定資産減価償却率について

　＜有形固定資産減価償却率の推移＞

有形固定資産減価償却率
（有形固定資産減価償却累計額／有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価✕100）

有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指

標。一般的に数値が高いほど、保有資産が耐用年数に近づいていることから、計画

的な施設の更新を検討する必要があります。

（市町村公営企業決算カードより）

（％）

Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

24.39

県内平均 11.89 15.14 17.67 19.71 22.78

茂原市 10.27 14.17 17.20 21.42

10.27

14.17

17.20

21.42

24.39

11.89

15.14

17.67
19.71

22.78

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

Ｒ2 Ｒ3 R4 R5 R6

茂原市 県内平均
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６．総　括

　令和6年度決算における経費回収率は基準とされている100％を上回

り、経費を使用料収入で賄う独立採算の原則を満たしています。

　また、経費回収率及び経常収支比率は県内平均値を上回っており令

和6年度の下水道事業経営は比較的良好であったと言えます。

　しかし、有形固定資産減価償却率及び管渠老朽化率は県内平均を上

回っており、計画的な改築修繕が必要であることを示しています。

　今後は施設の老朽化に伴う改築・更新事業や内水対策関連事業への

投資の増大が見込まれる一方、昨今の物価高の影響による維持管理費

等の増や人口減少に伴う使用料収入の減等が予想されます。

　このため、将来にわたり安定的に事業を継続していくための取組を

示した「茂原市公共下水道経営戦略」及び「ストックマネジメント計

画」に基づき、将来の事業計画の把握や下水道使用料改定の要否の確

認を行いながら、長期的な視点から計画的に更新を行うことにより、

経営基盤の強化を図って行く必要があります。
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P1 決算規模の推移　資本的収入が資本的支出に不足する額の補填

資本的収入が資本的支出に不足する額は、内部で留保している資金を使用して

補填します。

補填財源としては、「消費税及び地方消費税資本的収支調整額」「損益勘定留保資金」

「繰越工事資金」「減債積立金」「建設改良積立金」などがあります。

P2 損益計算書の税抜き表記

本市では収益と費用に係る税額を除いた税抜経理方式を採用しており、税額を除外した

実際の業績を把握しています。税抜き表記を用いることで、純粋な収益性や効率性など

の経営状況を把握することができます。

P3 貸借対照表の内訳

・有形固定資産

具体的な有体物である資産を指します。

「土地」「建物」「構築物」「機械及び装置」「車両運搬具」

「工具、器具及び備品」「建設仮勘定」

・投資その他資産

利殖を目的とすることなどを理由に、他に対して保有資金を投下したものを指します。

「基金」「長期貸付金」「その他投資（千葉県下水道公社への出捐金）」

・現金預金、未収金等

ともに流動資産を構成する科目で、決算時点における保有資金、また1年以内に

収入が見込まれる額を表します。

「現金預金」「未収金」「未収金貸倒引当金」

・固定負債

償還期限が1年以降に到来する債務について計上します。

「長期の企業債」

・流動負債

償還期限が1年以内に到来する債務その他について計上します。

「短期の企業債」「未払金」「引当金」「その他流動負債（取引銀行からの預り金）」

・繰延収益

将来にわたって後年度に一定の基準で期間対応させるために計上する科目です。

減価償却すべき資産を取得した時に受けた国庫補助金等を整理します。

「長期前受金」

７．参考
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・資本金
公営企業会計適用時に蓄積されていた剰余金に加え、法適用後の一般会計からの

出資金、資本金に組み入れた未処分利益剰余金に区分されます。

・資本剰余金

土地等の非償却資産の取得時に交付された国庫補助金等を計上しておく科目です。

「国庫補助金」「受益者負担金」「他会計負担金」

・利益剰余金

公営企業の経営活動の結果として生じた利益で、議会の議決を経て特定の目的のために

積み立てられる積立金及びその他特定の使途目的を与えられない未処分利益剰余金に

区分されます。

P6 有形固定資産減価償却率（有形固定資産、減価償却）

・有形固定資産

有形固定資産は、建物や設備、機械などの物理的な資産を指します。

・減価償却

有形固定資産は、通常、長期間にわたって使用されるため、その資産の価値が時間と

ともに減少することを考慮して、その減少分を年々経費として認識する会計処理のこと

で、耐用年数や償却方法に基づいて、資産の価値を分割して経費として計上します。
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